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１．基礎データ（令和元年度現在）
学生数 …………………………………… 2,364名

【学部学生2,262名 /大学院生102名】
（女子比率39.7%）

外国人留学生数 ………………… 61名（12か国）

卒業者及び修了者 …………………… 21,255名

教職員数 …………………………………… 195名
【役員：6名（含非常勤）/教員115名 /職員74名】

蔵書数（視聴覚資料等含む） …………474,150冊

敷地面積 ………………………………185,458㎡
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２．財務情報
（１）貸借対照表

　　『貸借対照表』は、平成 30事業年度末における財務状態を表したものです。

（２）損益計算書

　　『損益計算書』は、平成 30事業年度の財務運営状況（経営成績）を表したものです。

●前年度と比較した平成 30年度の主な増減要因　
　（＋）5号館新営等工事による建物の増
　（－）新光宿舎の売却による土地及び建物の減
　（－）年度末退職者の減少による未払金の減
　（－）5号館改修工事の終了に伴う建設仮勘定見返施設費の減等

●前年度と比較した平成 30年度の主な増減要因　
　（＋）志願者増による検定料収益の増
　（－）COC事業の終了による補助金等収益の減
　（－）運営費交付金収益（費用進行基準分（退職手当等））の減
　（－）労働基準監督署是正勧告による過年度損益修正損

29 年度 30年度 増減
資産の部 7,280 7,149 △ 131
　固定資産 6,713 6,682 △ 31
　　土地 1,521 1,518 △ 3
　　建物等 2,438 2,397 △ 41
　　工具器具備品 306 221 △ 85
　　図書 2,063 2,076 13
　　その他の固定資産 382 468 86
　流動資産 567 467 △ 100
　　現金及び預金 450 356 △ 94
　　未収入金 103 102 △ 1
　　その他流動資産 12 9 △ 3

資産合計 7,280 7,149 △ 131

29 年度 30年度 増減
経常費用 3,057 2,943 △ 114
　業務費 2,875 2,778 △ 97
　　教育経費 444 427 △ 17
　　研究経費 142 136 △ 6
　　教育研究支援経費 174 182 8
　　受託研究費等 99 108 9
　　役員人件費 53 53 0
　　教員人件費 1,353 1,229 △ 124
　　職員人件費 607 640 33
　一般管理費 179 163 △ 16
　その他の費用 2 1 △ 1

29 年度 30年度 増減
負債の部 3,418 3,379 △ 39
　固定負債 2,742 2,783 41
　　資産見返負債 2,586 2,682 96
　　長期借入金 19 9 △ 10
　　長期未払金 89 43 △ 46
　　その他の固定負債 46 47 1
　流動負債 676 595 △ 81
　　運営費交付金債務 79 124 45
　　寄附金債務 156 141 △ 15
　　未払金 353 252 △ 101
　　その他流動負債 86 77 △ 9
純資産の部 3,861 3,770 △ 91
　資本金 3,686 3,672 △ 14
　資本剰余金 78 27 △ 51
　利益剰余金 97 71 △ 26
　　前中期目標期間繰越積立金等 82 82 0
　　当期未処分利益 7 △ 25 △ 32

負債・純資産合計 7,280 7,149 △ 131
注） 各金額は単位未満切捨としているため、計は一致しない場合が
あります。

29 年度 30年度 増減
経常収益 3,065 2,925 △ 140
　　運営費交付金収益 1,355 1,230 △ 125
　　授業料収益 1,152 1,163 11
　　入学料収益 154 155 1
　　検定料収益 26 29 3
　　受託研究等収益 99 110 11
　　寄附金収益 69 76 7
　　補助金収益 42 27 △ 15
　　施設費収益 45 20 △ 25
　　資産見返負債戻入 58 55 △ 3
　　その他収益等 60 55 △ 5
経常利益（損失） 7 △ 18 △ 25
臨時損失 0 17 17
臨時利益 0 10 10
当期純利益（損失） 7 △ 25 △ 32

当期総利益（損失） 7 △ 25 △ 32
注） 各金額は単位未満切捨としているため計は一致しない場合があ
ります。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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３．事業実施の状況

○グローカルコースの設置について
　令和３年からの設置が決定された「グローカルコース」（主専

攻プログラム）のカリキュラム，実施体制等及び「ギャップイヤー

プログラム」等の具体的な運用の在り方，本コースの入学生を選

抜する新たな入試制度「グローカル総合入試（総合型選抜）」に

ついて記者会見等で広く公表しました。

　また，ギャップイヤープログラムの導入に先行して，学生をハ

ワイ大学カピオラニコミュニティーカレッジに派遣しました。派

遣終了後，平成 31年３月 25 日に高校教員や高校生及びその保

護者を対象として「小樽商科大学ギャップイヤープログラム説明

会」を開催し，ギャップイヤー・ジャパン代表による講演や，参

加学生からの現地での生活，留学の意義等に関する報告が行われ

ました。

○ 長期学外学修（ブリッジプログラム）
の成果発表について

　グローバル社会における地域人材育成のモデルケースとなるこ

とを目指して取り組んできた長期学外学修（ブリッジプログラ

ム）の成果や課題について広く社会に発信するため平成 30年 10

月 26日，本学において「グローカル人材育成公開シンポジウム」

を開催しました。

　同シンポジウムの内容はすべて英語で行われ，世界各地にある

本学の協定大学に派遣された長期学外学修参加学生による体験報

告や，基調講演を行った北海道庁職員と参加学生とのパネルディ

スカッション，ハワイ大学カピオラニコミュニティーカレッジに

派遣中の学生と会場とをスカイプで接続し，活発な質疑応答が行

われました。

○小樽市との共同研究
　本学は平成 29年に小樽市における人口減少の要因分析及び有

効な施策に関する共同研究を小樽市と開始しました。同共同研究

においては，商大の教授陣と小樽市職員とで組織された研究チー

ムが人口減少に関する見解の聞き取り調査，小樽市民・札幌近郊

住民・全国の自治体にアンケート調査を行って，人口減に歯止め

をかけるための施策の検討を行いました。この研究成果を踏まえ，

平成 30年７月 25日に調査報告書を市長に手渡すとともに記者

発表を行いました。

　調査報告書については小樽市のHPで公表されているほか，小

樽市の総合戦略の改訂および次期総合計画作成に活用されまし

た。また，令和元年にこの取り組み及び成果を広く社会へ還元す

るための書籍が出版されました。
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４． 三大学経営統合の状況

北海道内国立大学法人の経営改革の推進に関する
合意書を締結しました
　平成 30年５月 29日（火），帯広畜産大学，北見工業大学及び本学の三大学が経営改革の推進に関する合意書を締

結しました。今回の合意は，本学が中心となり推進してきた「文理融合型大学間連携事業」により，三大学が連携を

深めたことをきっかけにしたもので，三大学の教育研究機能を強化し，北海道の未来に貢献することを目的としてい

ます。

　合意書では，三大学の教育研究活動，教員人事配置等の自主性・自律性を確保し，三大学の専門分野の成果・知見

を融合する連携事業を推進するとともに，特色ある教養教育の充実及びリカレント教育等の専門教育の充実に努める

こととしています。

　また，経営統合に当たっては，三大学の均衡ある発展に資するとともに，北海道の広範な地域の要請に的確に応え

るための体制を構築することとし，令和４年４月（第４期中期目標期間開始時点）に経営統合することを目標として

います。

第 4期中期目標期間の法人の姿 平成 30年度国立大学経営改革促進事業　計画調書
－北海道内国立大学法人の経営改革の推進－

北海道の現状

法人の長・理事（役員） 経営協議会

全国を上回るスピードで人口減少や高齢化が進行する「地域の存亡に関わる状況」に直面

■北海道経済・産業の課題
農林水産業の持続的な成長
健康・医療・環境・エネルギー産業等創造 ものづくり産業・食関連産業の振興 海外への食品輸出の拡大・ビジネス創造

中小企業・地域商業の活力再生 観光立国北海道の推進

商 農 工社会生活に実際に役立つ学問「実学」を担う
三大学の役割は極めて重要

社会の各分野において指導的役割を果たす
人材育成、実践的ビジネス教育推進

「食を支え、くらしを守る」人材の育成を通じて、
地域及び国際社会に貢献

基礎学力を有し、科学技術、地域社会、国際
社会へ貢献できる人材育成を推進

教育研究機能を強化するため、経営改革を
推進して北海道の未来に貢献

国立大学法人 小樽商科大学 国立大学法人 帯広畜産大学 国立大学法人 北見工業大学

・学生収容定員 2,159人
・教員数 122人　事務職員等 72人
・予算 3,272百万円
　（運営費交付金1,428百万円）　

・学生収容定員 1,246人
・教員数 129人　事務職員等 90人
・予算 4,797百万円
　（運営費交付金2,820百万円）　

・学生収容定員 1,908人
・教員数 132人　事務職員等 97人
・予算 4,437百万円
　（運営費交付金2,475百万円）　

令和4年4月に経営統合して新法人設立（経営組織と教学組織を分離）
【経営改革ビジョン】 社会に開かれた経営体制を構築し、社会のニーズに即して三大学の教育研究

機能を強化することにより、北海道経済・産業の発展に貢献する。

■複数の役員は、経済界・産業界等から招聘　■三大学の経営機能・業務の集約による合理化・効率化
■経営協議会は、国立大学の多様なステークホルダーの意見を反映させる構成

●三大学の分野融合型教育システムの開発　●三大学共同の産学連携体制の構築

教学

経営

【予算編成・ 配分】 【多様な財源確保】 【財務・法務・監査総括】 【外部資金を活用した資源の再配分】等　

小樽商科大学 学長
【評議会】 教学 帯広畜産大学 学長

【評議会】 教学 帯広畜産大学 学長
【評議会】

文理融合 商農工連携

社会に開かれた経営体制を構築し、社会のニーズに即して三大学の教育研究社会に開かれた経営体制を構築し、社会のニーズに即して三大学の教育研究
機能を強化することにより、北海道経済・産業の発展に貢献する。機能を強化することにより、北海道経済・産業の発展に貢献する。
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５．財務データ

（２）固定資産保有額の推移

（１）決算報告書ベースでみる小樽商科大学

平成 27 年度の事務棟耐震改修その他工事の終了後，遊休化していた宿舎を

平成 30年度まで順次売却していったため，固定資産の保有額は減少しています。

【収支差】33百万円

次年度に支出予定の退職手当分等を含んでおります。

運営交付金
補助金等収入
自己収入
引当金取崩

施設整備費補助金
大学改革支援・学位授与機構施設費交付金
産学連携等研究収入及び寄附金収入等

業務費
補助金等
大学改革支援・学位授与機構施設費納付金

施設整備費
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

収入 3,158

支出 3,125

（単位：百万円）

1,276

2,654 233 208

218 1,421 193

28 15

28 1

5

（単位：百万円）

土地　　　建物構築物　　　備品等設備　　　図書　　　その他（建設仮勘定，投資有価証券等）

H26

H27

H28

H29

H30

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

1,578

1,550

1,528

1,522

1,519

2,709

2,715

2,676

2,857

2,579

346

578

475

382

290

2,022

2,033

2,048

2,064

2,076

62

68

72

108

219
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（３）　運営資金額の推移

①運営費交付金

③受託・共同研究，寄附金，受託事業

②自己収入

④科学研究費補助金

　基幹運営費交付金については，本学の機能強化に

係る取組が一定の評価を得ており，第 3期中期目標

期間に入り増加傾向です。

　平成 28 年以降全体として増加傾向にあります。

特に受託事業の獲得に努め，増収が続いています。

　特に入試広報（検定料）及び講習料収入等（雑収入）

の増収に努めています。

　学内の比較的若年層の研究活動が活発になってお

り，平成 27年以降増加傾向にあります。

（単位：百万円）

一般運営費交付金（基幹運営費交付金基幹経費）
特別運営費交付金（基幹運営費交付金機能強化経費）
特殊要因運営費交付金　　　その他

H16 H26 H27 H28 H29 H300

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

217

1,504

1,382 1,422

1,268

1,428

1,276
54

1,233

138

148

1,096

116

234

1,072

99
58

1,111

226

67

1,135

68
69

2

1,137

H26 H27 H28 H29 H30

受託研究　　　共同研究　　　寄付金　　　受託事業
受託・共同研究件数

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0

2

4

6

8

10

12
（単位：件）（単位：百万円）

10 10
9

7

0

5

1 8 8

4 6

8

31
1

44

110

30

48

12

76

99

25 86

76

（単位：百万円）

H16 H26 H27 H28 H29 H30

授業料，入学金及び検定料　　　財産処分収入　　　雑収入

0

300

600

900

1,200

1,500
28

1,357

56

1,263

41
9

3 3

1,252

48

1,371

40

1,360

43

1,375

1,385
1,319 1,302

1,422 1,400 1,421

H26 H27 H28 H29 H30
0

60

50

40

30

20

10

0

80

70

60

50

40

30

20

10

科学研究費助成事業　　　　　交付件数

（単位：件）（単位：百万円）

40

57

51

73

59
64

30
37

57
53
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（４）財務指標の推移

①人件費比率（人件費÷業務費） 参考：人件費比率のCグループ平均との比較

②一般管理費比率（一般管理費÷業務費） 参考：一般管理費比率のCグループ平均との比較

　一般管理費比率は，業務費に対する一般管理費の比率を示しており，一般的には比率が低いほど国立大学法

人等が管理運営を行う際の効率性が高いとされています。

　人件費比率は，業務費に占める人件費の割合を示します。比率が低いほど効率性が高いとされています。

　文部科学省では，財務分析上，国立大学法人をA～Hの８グループに分類しています。比較のため，本学の

属するCグループの平均値を掲載しました。

　【Cグループ：医科系学部を有さず，学生収容定員に占める文科系学生数が理工系学生数の概ね 2倍を上回る

国立大学法人】

（指標）（単位：百万円）

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

75.0％ 72.5％

72.0％

71.5％

71.0％

70.5％

70.0％

69.5％

69.0％

68.5％

68.0％

70.0％

65.0％

60.0％

55.0％

50.0％

45.0％

人件費　　　業務費　　　人件費比率 Cグループ平均　　　本学

69.7％

72.0％ 71.9％
70.1％

69.2％

2,020 2,142

2,898 2,977

1,941

2,699

2,015

2,876

1,922

2,778

（指標）（単位：百万円）

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

8.0％ 8.0％

7.5％

7.0％

6.5％

6.0％

5.5％

5.0％

7.0％

6.0％

5.0％

3.0％

4.0％

2.0％

0.0％

1.0％

一般管理費　　　業務費　　　一般管理費比率 Cグループ平均　　　本学

5.2％

152 221

2,898 2,977

178

2,699

179

2,876

164

2,778

7.4％

6.6％
6.2％ 5.9％
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③学生当教育経費 参考：学生当教育経費のCグループ平均との比較

④教員当研究経費 参考：教員当研究経費のCグループ平均との比較

　教員当研究経費は，教員一人当たりの研究経費を示しており，国立大学法人等の研究活動の活発さを判断す

る一指標となります。

　学生当教育経費は，学生一人当たりの教育経費を示しており，国立大学法人等における教育活動の活発さを

判断する一指標となります。

（単位：人）（単位：千円）

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

300

250

200

150

100

50

0

2,500 400千円

350千円

300千円

250千円

200千円

150千円

2,400

2,300

2,200

2,100

2,000

学生当教育経費　　　　学生実員 Cグループ平均　　　本学

2,426

243

199
175 185 179

2,437 2,431
2,413

▲1％

2,416

（単位：人）（単位：千円）

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

1,500

1,000

500

0

150 3,000千円

2,500千円

2,000千円

1,500千円

1,000千円

500千円

100

50

0

教員当研究経費　　　　教員実数 Cグループ平均　　　本学

130

879

1,437 1,386

1,194 1,149

128
124 122

▲1％

122
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６．運営体制図

学長選考会議

理事（総務・財務担当副学長） 商 学 部

大 学 院 商 学 研 究 科

附 属 図 書 館

言 語 セ ン タ ー

保 健 管 理 セ ン タ ー

情 報 総 合 セ ン タ ー

国 際 連 携 本 部

事 務 局

アドミッションセンター

グローカル戦略推進センター

学　長

理事（教育担当副学長）

理事（非常勤）

副学長

経済学科

商学科

企業法学科

社会情報学科

（一般教育等）

現代商学専攻

アントレプレナーシップ専攻

特別修学支援室

教育支援部門

教務課

入試室

キャリア支援室
国際交流室

経営改革推進室

学生支援課

学術情報課

総務課

企画戦略課

会計課

施設課

グローカル教育部門

産学官連携推進部門

研究支援部門

監事（業務担当・非常勤）

役員会

学部・大学院合同教授会

学部教授会

現代商学選考教授会

アントレプレナーシップ専攻教授会

経営協議会

教育研究評議会

監事（会計担当・非常勤）

経営監査室

大学改革推進室

学長特別補佐
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